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◆受益格差を是正するなら、持家に対する支
援を厚くし、会社が責任を持つべきだ 

 
 
●主張は分かるが、限られた原資である。 
●支援する目的で対象者を広げると、受益格
差は拡大することになる 

●提携会社に、割引率については協議していく。 
●提携する会社を増やし、地方への適用拡大にも
取り組んでいく。 

 考え方はこれからもこれまでと変わらな
い。 

 
●無利子貸付制度は、支援の一つの選択肢である 

●しかし、住宅ローン支援制度の方が選択肢としてはいいと考え

ている 

●無利子貸付など、低金利で貸付ると課税対象になる 

●住宅ローン支援制度に統一することが分かりやすい 

 
◆利用者を増やす事が、持家取得の支援だ 
◆基準撤廃することで、持家対象者が広がる 

 
●低金利状態で、１％基準は安心材料だ 
●30～35 年ローンを考えると妥当である 

◆所有住宅援助金は、登記簿が申請基準に
なっている。登記簿発行まで２～３ヶ月かか
るため、実際は支給期間が短くなっている 

●申請あれば速やかに支給したい 
●これまでの不備も含め前向きに検討する 

 
◆支給額上限を見直すことは、受益格差是正につながる 
◆支給期間制限を設けることで、会社が負担する原資は減少する 

 
●持家、社宅、賃貸に対する会社負担のバランスは既に崩れている 
●１５年間の支給期間制限導入で、支給対象者が減るとは事はない 
●支給額を元の金額に戻すことは、これまでの議論経過に逆行する 


